
提 出 書 類 一 覧

提出書類名 部数 内容・記載を要する事項等 備考

① 確認申請書 １部 様式1

② 府税納税証明 １部 ＊証明書の提出は、京都府へ納める府税のみを対象としています。 様式2
書 （国税などについては不要です。）

＊申請書提出時に府税（個人府民税を除く。）の滞納がある場合は、
申請することができないので留意してください。府税には延滞
金などの附帯金を含みます。

＊交付に際しては、交付手数料（証明書１枚ごとに４００円）が
必要となります。

＊府税納税証明書の交付場所：京都府総務部税務課、各府税事務所
各広域振興局地域連携・振興部税務
課のいずれでも可

③ 消費税納税証 １部 様式3
明書

④ 営業経歴書 １部 ①確認申請書提出者 様式4
②直接取引を希望する支店等
③営業種目

実際に営業している種目をすべて記入してください。
比率については、合計が1 0 0％になるようにお願いします。

④営業年数
令和２年４月１日現在で、営業を開始した年月からの営業年数

等を記入してください。
現組織へ変更した年月については、個人から法人へ変更した場

合や社名変更した場合等に記入をお願いします。
⑤従業員数

非常勤は除きます。
また、本業務委託のための新規雇用者も除きます。

⑥営業実績
直前の１営業年度の平均契約金額

⑦主要取引実績
直前の営業年度及び１営業年度前の契約実績について記入して

ください。
⑧自己資本額

直前の営業年度の財務諸表に基づき、決算確定後（利益処分後）
額で記入してください。なお、『準備金』は「法定準備金」のみ
とし、剰余金の分類に含まれる「○○準備金」は『積立金』に計
上するものとします。

⑨損益状況
直前の営業年度の財務諸表に基づき記入してください。

⑩経営状況
直前の営業年度の財務諸表に基づき記入してください。

⑤ 印鑑証明書 １部 様式5

⑥ 委任状 １部 様式6

⑦ 業務実績調書 １部 過去５年間において、国又は地方公共団体と契約した災害時避難行 様式
動円滑化に向けた避難訓練プログラム制作等請負業務について、 任意
①契約先
②契約金額
③業務内容
④年度
を記入してください。

⑧ 誓約書 １部 京都府暴力団排除条例に抵触しないことの誓約書 様式7



（様式第１号）

一般競争入札参加資格確認申請書

令和 年 月 日

京 都 府 知 事 様

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代表者の職・氏名 印

災害時避難行動円滑化に向けた避難訓練プログラム制作等請負業務に係る一般競争入札

に参加する資格について、別添の必要書類を添えて申請します。

確認申請書等作成責任者名

氏名 電話番号( ) －



（第2号様式）

　　様

印

印

1

2

証 明 事 項 　京都府税（個人府民税を除く。）について滞納がないこと。

　京都府知事

　上記の事項を証明してください。

使 用 目 的

証明書所要枚数

１枚

  請求者が納税者等でないときは、納税者等の委任状を必ず添付してください。

　京都府以外に提出する競争入札参加資格申請等に添付する証明は、所定の用紙で請求してください。

所 在 地 又 は 住 所

　なお、納税者が法人の場合で、支店長・営業所長等が請求者の場合は、本社代表者からの委任状は

証 明 番 号

納  税  証  明  書  交  付  請  求  書

商 号 又 は 名 称
ふ り が な

代 表 者 の 職 ・ 氏 名
ふ り が な

第 号

　災害時避難行動円滑化に向けた避難訓練プロ
グラム制作等請負業務に係る一般競争入札の提
出資料とするため

又 は 名 称

代 表 者 の

必要ありません。

京都府収入証紙貼付欄

（ここに４００円分を貼ってください）

令和　　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

提 出 先

受 付 年 月 日

　上記のとおり相違ないことを証明します。

府　税　納　税　証　明　書

※
納
税
義
務
者

所 在 地

又 は 住 所

商 号

証 明 事 項 　京都府税（個人府民税を除く。）について滞納がないこと

備 考

職 ・ 氏 名

使 用 目 的

※印欄は、申請者において記入してください。

切

取

線

　災害時避難行動円滑化に向けた避難訓練プログラム制作等請負
業務に係る一般競争入札の提出資料とするため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
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第３号様式

納 税 証 明 書

税務署長 あて

年 月 日

住 所

氏 名 印

証明書の 証明書の

使用目的 請求枚数

上記の目的に使用するため、下記の証明を請求します。

記

消費税及地方消費税について未納の税額はありません。

第 号

上記のとおり、相違ないことを証明します。

年 月 日

税務署長 氏 名 印

財務事務官



(第4号様式)

営 業 経 歴 書

（令和２年４月１日現在）

商 号 ( 名 称 ) 代 表 者 の 職 ･ 氏 名
確 認申請書
提 出 者

所 在 地
電話( ) 局 番

商 号 ( 名 称 ) 代 表 者 の 職 ･ 氏 名
直接取引を希望する支店等

申請者と同一の場
合記入不要 所 在 地

電話( ) 局 番

営 業 種 目 比 率

％

％

％

％



営 業 営業開始年月 営 業 年 数 現 組 織 へ 変 更 し た 年 月 現組織へ変更後の営業年数

年 数 年 月 年 月 年 月 年 月

全従業員数 うち、取引 直前の１営業年度の平均契約金額
希望支店等
従業員数

従 業 員 数 営業実績
人 人 百万円

直前の営業年度の契約実績 １営業年度前の契約実績

取 引 先 金 額 契約内容 取 引 先 金 額 契約内容
主 要
取 引 百万円 百万円

実 績

以下、法人のみ記入してください。

百万円 損 ①売 上 高 百万円

払込資本金
②売 上 原 価

特
益 ①－② (A)売上総利益

積 立 金 年年
③販売費及び一般管理費

記
自 己 状 (A)－③ (B)営 業 利 益

繰 越 金 月月
資本額 ( 繰 越 欠 損 ) ④営 業 外 収 ( 損 ) 益

事
況 (B)＋④ (C)経 常 利 益

準 備 金 日日
かま 経 営 状 況

項らで
（ 総 合 ） （ 財 務 ） （ 販 売 ）

計 売上高対営業利益率 流 動 比 率 売 上 高 対 総 利 益 率



＜記入例＞

(様式第4号)

営 業 経 歴 書

（令和２年４月１日現在）

商 号 ( 名 称 ) 代 表 者 の 職 ･ 氏 名
京都防災株式会社 代表取締役 京都 太郎

申 請 者
所 在 地
京都市上京区○○町１－１ 電話(075)414局××××番

商 号 ( 名 称 ) 代 表 者 の 職 ･ 氏 名
直接取引を希望する支店等 京都防災株式会社中京支店 支店長 京都 次郎

申請者と同一の場
合記入不要 所 在 地

京都市中京区△△町１－１ 電話(075)221局××××番

営 業 種 目 比 率

防災システム等の販売 ４０％

防災マニュアル等の製造・販売 ３０％

防災機器の販売 ２０％

その他 １０％



営 業 営業開始年月 営 業 年 数 現 組 織 へ 変 更 し た 年 月 現組織へ変更後の営業年数

年 数 平成元年１月 ２６年 年 月 年 月

全従業員数 うち、取引 直前の１営業年度の平均契約金額
希望支店等
従業員数

従 業 員 数 営業実績
人 人 百万円

６５０ １１０ １４，９３２

直前の営業年度の契約実績 １営業年度前の契約実績

取 引 先 金 額 契約内容 取 引 先 金 額 契約内容
主 要
取 引 ○○県 1,200 百万円

システム導入 △△県 3,400 百万円
システム導入

実 績
㈱〇〇〇 900 ｼｽﾃﾑ販売 ㈱〇〇〇 500 システム導入

㈱△△△ 900 防災機器販売 ㈱〇〇〇 400 マニュアル

販売

以下、法人のみ記入してください。

百万円 損 ①売 上 高 10,000
払込資本金 1,200 百万円

特 ②売 上 原 価 6,450
○○ 益
年年 ①－② (A)売上総利益 3,550

積 立 金 200
記 ③販売費及び一般管理費 2,000

自 己 ○○ 状
月月 (A)－③ (B)営 業 利 益 1,550

資本額 繰 越 金 7
( 繰 越 欠 損 ) 事 ④営 業 外 収 益 450

○○ 況
日日 (B)＋④ (C)経 常 利 益 2,000

準 備 金 200 かま
項らで 経 営 状 況

（ 総 合 ） （ 財 務 ） （ 販 売 ）
計 1,607 売上高対営業利益率 流 動 比 率 売 上 高 対 総 利 益 率

15.5％ 177.7％ 35.5％
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第５号様式

印 鑑 証 明 書

下記のとおり、取引使用印鑑を届け出ます。

記

法人印（個人の場合は、個人印） 代表者印（法人の場合に限る。）

年 月 日

京都府知事 様

住所又は所在地

（ ふ り が な ）

商 号 又 は 名 称

（ ふ り が な ）

代表者の職・氏名 ,



（様式第6号）

委 任 状

商号又は名称 代理人

私は、受任者職・氏名 印 鑑 を代理

人と定め、府が行う災害時避難行動円滑化に向けた避難訓練プログラム制作等請

負業務に係る下記の権限を委任します。

記

委 任 事 項

１ 災害時避難行動円滑化に向けた避難訓練プログラム制作等請負業務の入

札に関する権限

２ 契約の締結、その変更及び解除に関する権限

３ 契約保証金の納付及び受領に関する権限

４ 代金の請求及び受領に関する権限

５ 災害時避難行動円滑化に向けた避難訓練プログラム制作等請負業務の入

札に関して復代理人を選任する権限

委 任 期 間

令 和 ２ 年 月 日から

令 和 ３ 年 ３ 月 31 日まで

令和 年 月 日

京 都 府 知 事 様

住 所 又 は 所 在 地

ふ り が な

商 号 又 は 名 称

ふ り が な

委任者の職・氏名 印 印



委 任 状

商号又は名称 代理人

私は、受任者職・氏名 印 鑑 を代理

人と定め、府が行う業務に係る下記の権限を委任します。

記

委 任 事 項 災害時避難行動円滑化に向けた避難訓練プログラム制作等請負

業務の入札及び見積に関する一切の権限

令和 年 月 日

京 都 府 知 事 様

住 所 又 は 所 在 地

ふ り が な

商 号 又 は 名 称

ふ り が な

委任者の職・氏名 印 印



（様式第7号）

令和 年 月 日

京都府知事 様

住 所

氏 名

法人にあたっては、名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地

誓 約 書

私並びに京都府暴力団排除条例（平成22年度京都府条例第23号）第２条第４号イに

規定する役員及び使用人並びに同号ウに規定する使用人が同条第３号に規定する暴力

団員に該当しないことを誓約します。


